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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 5,068 22.2 831 62.2 885 57.7 419 36.0
22年12月期 4,148 36.7 512 466.3 561 299.3 308 274.5

（注）包括利益 23年12月期 389百万円 （35.1％） 22年12月期 288百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 71.70 ― 5.6 9.0 16.4
22年12月期 52.60 ― 4.3 6.2 12.4

（参考） 持分法投資損益 23年12月期  ―百万円 22年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 10,079 7,579 75.2 1,294.89
22年12月期 9,635 7,279 75.5 1,243.27

（参考） 自己資本   23年12月期  7,579百万円 22年12月期  7,279百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 30 146 △88 577
22年12月期 405 △576 △82 498

2.  配当の状況 

（注） 23年12月期期末配当金の内訳         普通配当10円    株式公開20周年特別配当10円 
    24年12月期(予想)期末配当金の内訳     普通配当10円 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00 87 28.5 1.2
23年12月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 117 27.9 1.6

24年12月期(予想) ― 0.00 ― 10.00 10.00 19.5

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,100 28.2 410 △5.9 420 △12.0 240 △7.4 41.00
通期 5,150 1.6 500 △39.8 520 △41.3 300 △28.5 51.25



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注) 詳細は、添付資料23ページ「4.連結財務諸表(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 6,392,736 株 22年12月期 6,392,736 株

② 期末自己株式数 23年12月期 539,033 株 22年12月期 537,968 株

③ 期中平均株式数 23年12月期 5,854,013 株 22年12月期 5,868,017 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 4,789 20.8 735 56.6 814 49.5 373 19.8
22年12月期 3,964 40.5 469 649.5 544 295.7 311 289.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 63.81 ―

22年12月期 53.13 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 10,018 7,501 74.9 1,281.50
22年12月期 9,526 7,226 75.9 1,234.33

（参考） 自己資本 23年12月期  7,501百万円 22年12月期  7,226百万円

2.  平成24年12月期の個別業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が発表日現在において入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づ
いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につい
ては、３ページ「1. 経営成績(1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,000 29.1 360 △11.6 380 △17.7 210 △16.7 35.87
通期 5,000 4.4 460 △37.5 500 △38.6 280 △25.0 47.83





































































 
(注) 前連結会計年度において、有価証券(その他有価証券で時価のある株式)について2,958千円減損処理を行って

おります。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が帳簿価額に比べ50％以上下落した場合には原則

としてすべて減損処理を行い、30％～50％未満の下落の場合には、回復可能性を考慮して必要と認められる場

合には減損処理を行っております。 

  

  

２ 連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  (単位：千円) 

 
  

 該当事項はありません。 

(有価証券関係)

１ その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度(平成22年12月31日) 当連結会計年度(平成23年12月31日)

取得原価
(千円)

連結貸借対
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対 
照表計上額 
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの

(1) 株式 50,593 96,891 46,297 50,593 78,718 28,124

(2) 債券

 ① 国債・地方
債等

― ― ― ― ― ―

 ② 社債 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 50,593 96,891 46,297 50,593 78,718 28,124

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの

(1) 株式 6,304 6,304 ― 6,304 4,695 △1,608

(2) 債券

 ① 国債・地方
債等

― ― ― ― ― ―

 ② 社債 ― ― ― ― ― ―

 ③ その他 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 4,262,573 4,262,573 ― 2,712,664 2,712,664 ―

小計 4,268,877 4,268,877 ― 2,718,968 2,717,360 △1,608

合計 4,319,471 4,365,769 46,297 2,769,562 2,796,079 26,516

 前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 25,641 2,813 1,391

 当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）
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ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

通貨関連 
  (単位：千円) 

 
(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

通貨関連 
  (単位：千円) 

 
(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日）

ヘッジ会計 
の方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち 

１年超
時価

為替予約等の
振当処理

為替予約取引

買掛金  買建

    ユーロ 6,904 ― 6,601

合計 6,904 ― 6,601

当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日）

ヘッジ会計 
の方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち 

１年超
時価

為替予約等の 
振当処理

為替予約取引

  売建
売掛金

  米ドル 14,146 ― 14,678

  買建
買掛金

    米ドル 3,511 ― 3,477

合計 17,658 ― 18,155
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 該当事項はありません。 

  

(退職給付関係)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

 

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。（平成22年４月に適格退職年金制度から

確定給付企業年金制度へ移行いたしました。）また、

このほかに当社は総合型の日本工作機械関連工業厚生

年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制

度は、退職給付会計実務指針33項に規定されている例

外処理を行う制度であります。また、在外連結子会社

は確定拠出型の年金制度を設けております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している

複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項

（平成22年３月31日現在）

年金資産の額 108,492,004千円

年金財政計算上の給付債務の額 136,167,973

差引額 △27,675,968千円
 

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、このほかに当社は総合型の日本工

作機械関連工業厚生年金基金に加入しておりますが、

当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務指針33項

に規定されている例外処理を行う制度であります。ま

た、在外連結子会社は確定拠出型の年金制度を設けて

おります。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している

複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

（平成23年３月31日現在）

年金資産の額 105,046,335千円

年金財政計算上の給付債務の額 132,729,838

差引額 △27,683,502千円

 (2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

 （自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

0.44％

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

 （自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

0.48％

 (3) 補足説明

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算

上の過去勤務債務残高25,571,154千円、資産評価

調整加算額15,407,755千円及び財政上の不足金

△13,302,940千円であります。本制度における過

去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却で

あります。なお、上記(2)の割合は当社の実際の

負担割合とは一致いたしません。

(3) 補足説明

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算

上の過去勤務債務残高26,082,050千円、資産評価

調整加算額5,338,830千円及び財政上の不足金

△3,737,378千円であります。本制度における過

去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却で

あります。なお、上記(2)の割合は当社の実際の

負担割合とは一致いたしません。

 

２ 退職給付債務に関する事項

(平成22年12月31日現在)

①退職給付債務 △504,062千円

②年金資産 452,146

③退職給付引当金 △51,916千円
 

２ 退職給付債務に関する事項

(平成23年12月31日現在)

①退職給付債務 △529,883千円

②年金資産 486,219

③退職給付引当金 △43,663千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日)

①勤務費用 △72,478千円

②退職給付費用 △72,478千円

(注) 上記以外に日本工作機械関連工業厚生年金基金

に対する掛金拠出額27,934千円及び在外連結子

会社における確定拠出型の年金制度への拠出額

1,414千円を費用処理しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日)

①勤務費用 55,760千円

②退職給付費用 55,760千円

(注) 上記以外に日本工作機械関連工業厚生年金基金

に対する掛金拠出額30,574千円及び在外連結子

会社における確定拠出型の年金制度への拠出額

1,383千円を費用処理しております。

(ストック・オプション等関係)
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成22年12月31日)

当連結会計年度 
(平成23年12月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

 研究開発費仕掛分 63,643千円

 アフターサービス引当金 19,640

 たな卸資産未実現損益 13,694

 未払事業税 17,815

 賞与引当金 12,807

 たな卸資産評価損 12,447

 その他 17,809

繰延税金資産(流動)合計 157,859千円

繰延税金負債(流動)

 その他 1,968千円

繰延税金資産(流動)の純額 155,890千円

繰延税金資産(固定)

 退職給付引当金 20,680千円

 役員退職慰労引当金 124,059

 減損損失 154,253

 投資有価証券評価損 1,202

 繰越欠損金 54,400

 その他 2,778

 繰延税金資産(固定)小計 357,374千円

 評価性引当額 △211,061

繰延税金資産(固定)合計 146,312千円

繰延税金負債(固定)

 減価償却費認容額 963千円

 その他有価証券評価差額金 18,420

繰延税金負債(固定)合計 19,384千円

繰延税金資産(固定)の純額 126,928千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産(流動)

研究開発費仕掛分 64,861千円

アフターサービス引当金 21,224

たな卸資産未実現損益 10,948

未払事業税 21,704

賞与引当金 11,548

たな卸資産評価損 59,482

その他 24,222

繰延税金資産(流動)合計 213,991千円

繰延税金負債(流動)

その他 2,737千円

繰延税金資産(流動)の純額 211,254千円

繰延税金資産(固定)

退職給付引当金 15,860千円

役員退職慰労引当金 96,219

減損損失 165,608

投資有価証券評価損 1,052

繰越欠損金 42,747

その他 4,198

繰延税金資産(固定)小計 325,687千円

評価性引当額 △209,433

繰延税金資産(固定)合計 116,253千円

繰延税金負債(固定)

減価償却費認容額 421千円

その他有価証券評価差額金 8,993

繰延税金負債(固定)合計 9,414千円

繰延税金資産(固定)の純額 106,838千円

(注)繰延税金資産(固定)の純額は、連結貸借対照

表において、繰延税金資産に127,892千円、

繰延税金負債に963千円それぞれ計上されて

おります。

(注)繰延税金資産(固定)の純額は、連結貸借対照

表において、繰延税金資産に107,260千円、

繰延税金負債に421千円それぞれ計上されて

おります。
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 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 
(平成22年12月31日)

当連結会計年度 
(平成23年12月31日)

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当社の法定実効税率 40.6％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

 受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△0.1

 住民税均等割等 0.5

 留保金課税 1.9

 評価性引当額 2.6

 法人税額の特別控除 △2.1

 その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当社の法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

住民税均等割等 0.4

留保金課税 1.9

評価性引当額 3.4

法人税額の特別控除 △0.3

税率変更による期末繰延税金資産の減額
修正

2.0

その他 △1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.2％

３ 法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大

震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する

事業年度より法人税率が変更されることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解

消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年12月31日まで 40.6％
平成25年１月１日から平成27年12月31日 38.0％
平成28年１月１日以降 35.6％

 この税率の変更により当連結会計年度末の繰延税金

資産の純額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

17,489千円減少し、当連結会計年度に計上された法人

税等調整額は16,212千円、その他有価証券評価差額金

は1,276千円、それぞれ増加しております。

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)
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前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

当グループは、モーター用巻線設備の開発、設計・製造、販売を行っており、事業の種類別では一つ

のセグメントに属しております。従いまして、事業の種類別セグメント情報の開示は行っておりませ

ん。 

  

前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

北米－米国 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、405,783千円であり、その主な

ものは、当社本社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、5,279,808千円であり、その主なものは、当

社で管理している運用資金、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米 －米国、メキシコ、コスタリカ 

アジア－中国(香港を含む)、韓国、台湾、インドネシア 

その他－ドイツ、スロベニア、デンマーク 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(セグメント情報等)

１ 事業の種類別セグメント情報

２ 所在地別セグメント情報

日本 
(千円)

北米
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業利益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 3,927,049 221,529 4,148,578 ― 4,148,578

 (2) セグメント間の内部売上高 37,753 3,317 41,071 (41,071) ―

計 3,964,802 224,847 4,189,649 (41,071) 4,148,578

  営業費用 3,009,380 261,619 3,270,999 365,163 3,636,163

  営業利益及び営業損失（△） 955,422 △36,772 918,650 (406,234) 512,415

Ⅱ 資産 4,357,505 270,130 4,627,635 5,007,610 9,635,245

３ 海外売上高

期別 北米 アジア その他 合計

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

Ⅰ 海外売上高(千円) 213,525 2,233,221 93,154 2,539,901

Ⅱ 連結売上高(千円) 4,148,578

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

5.2 53.8 2.2 61.2
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当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

当グループは、モーター用巻線設備の開発、設計・製造、販売を行う単一のセグメントであるため、

記載を省略しております。 

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日)を適用しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

 
  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
（注）売上高は最終顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

当グループは、モーター用巻線設備の開発、設計・製造、販売を行う単一のセグメントであるため、

記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

（関連情報）

(単位：千円)

回転子用巻線設備 固定子用巻線設備 その他改造、修理、部品 合計

外部顧客への売上高 372,104 3,008,937 1,687,679 5,068,721

(単位：千円)

日本 中国 北米 その他 合計

1,673,672 2,381,864 315,837 697,347 5,068,721

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

日本明和株式会社 849,562 モーター用巻線設備事業

佐藤工機株式会社 829,170 モーター用巻線設備事業

合肥凌達圧縮机有限公司 679,000 モーター用巻線設備事業

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）
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当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

関連当事者との取引 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

  

  

該当事項はありません。 

  

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

(関連当事者情報)

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

 
１株当たり純資産額 1,243円27銭 １株当たり純資産額 1,294円89銭

 
１株当たり当期純利益金額 52円60銭

 
１株当たり当期純利益金額 71円70銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当期純利益(千円) 308,640 419,709

普通株式に係る当期純利益(千円) 308,640 419,709

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,868 5,854

(重要な後発事象)
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5.個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,150,235 2,541,942

受取手形 ※3 127,727 ※3 132,961

売掛金 ※1 471,427 ※1 1,098,243

有価証券 4,262,573 2,712,664

商品及び製品 827,687 1,065,927

仕掛品 786,244 676,964

原材料及び貯蔵品 31,441 42,455

前渡金 ※1 56,496 ※1 29,300

前払費用 10,365 13,411

繰延税金資産 132,709 194,309

未収消費税等 66,127 2,402

デリバティブ債権 － 531

その他 ※1 25,924 ※1 24,011

貸倒引当金 △3,220 △1,083

流動資産合計 7,945,739 8,534,044

固定資産

有形固定資産

建物 644,491 664,309

減価償却累計額 △501,377 △518,574

建物（純額） 143,114 145,734

構築物 37,794 40,378

減価償却累計額 △33,504 △34,269

構築物（純額） 4,290 6,108

機械及び装置 405,468 470,542

減価償却累計額 △329,490 △364,298

機械及び装置（純額） 75,978 106,244

車両運搬具 ※2 28,003 ※2 30,976

減価償却累計額 △21,392 △22,697

車両運搬具（純額） 6,610 8,279

工具、器具及び備品 203,765 209,475

減価償却累計額 △173,569 △186,261

工具、器具及び備品（純額） 30,195 23,214

土地 710,131 626,628

建設仮勘定 － 3,045

有形固定資産合計 970,320 919,255
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 19,174 36,444

ソフトウエア仮勘定 21,214 －

電話加入権 1,597 1,597

その他 － 248

無形固定資産合計 41,986 38,289

投資その他の資産

投資有価証券 107,235 87,185

関係会社株式 300,154 300,154

従業員に対する長期貸付金 14,787 14,677

前払年金費用 53,739 41,606

繰延税金資産 91,316 81,530

その他 1,318 1,447

投資その他の資産合計 568,550 526,602

固定資産合計 1,580,857 1,484,147

資産合計 9,526,597 10,018,191

負債の部

流動負債

支払手形 579,354 449,103

買掛金 ※1 356,406 ※1 287,825

未払金 ※1 84,065 ※1 92,395

未払費用 10,109 13,817

未払法人税等 193,057 297,697

前受金 654,089 ※1 977,762

預り金 27,524 37,010

賞与引当金 28,020 25,009

アフターサービス引当金 46,388 51,728

デリバティブ債務 302 34

流動負債合計 1,979,318 2,232,385

固定負債

退職給付引当金 15,282 14,025

役員退職慰労引当金 305,263 270,280

固定負債合計 320,545 284,305

負債合計 2,299,864 2,516,690
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,250,816 1,250,816

資本剰余金

資本準備金 1,580,813 1,580,813

資本剰余金合計 1,580,813 1,580,813

利益剰余金

利益準備金 111,500 111,500

その他利益剰余金

別途積立金 3,395,000 3,395,000

繰越利益剰余金 1,282,130 1,567,865

利益剰余金合計 4,788,630 5,074,365

自己株式 △420,252 △421,072

株主資本合計 7,200,007 7,484,922

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26,905 16,282

繰延ヘッジ損益 △179 295

評価・換算差額等合計 26,725 16,578

純資産合計 7,226,733 7,501,501

負債純資産合計 9,526,597 10,018,191
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 3,964,802 4,789,661

売上原価

製品期首たな卸高 294,521 827,687

当期製品製造原価 ※5 3,357,012 ※1, ※5 3,563,347

合計 3,651,534 4,391,035

他勘定振替高 ※2 38,725 ※2 23,524

製品期末たな卸高 827,687 1,065,927

売上原価合計 2,785,120 3,301,583

売上総利益 1,179,682 1,488,078

販売費及び一般管理費 ※3, ※4 709,993 ※3, ※4 752,607

営業利益 469,688 735,470

営業外収益

受取利息 4,167 3,177

有価証券利息 11,447 5,456

受取配当金 22,821 32,871

受取賃貸料 ※5 41,118 ※5 41,518

その他 ※5 9,793 ※5 12,597

営業外収益合計 89,348 95,622

営業外費用

賃貸費用 12,725 16,454

その他 1,422 241

営業外費用合計 14,148 16,696

経常利益 544,889 814,396

特別利益

固定資産売却益 ※6 3,563 ※6 429

貸倒引当金戻入額 － 2,137

投資有価証券売却益 2,813 －

特別利益合計 6,377 2,566

特別損失

固定資産売却損 ※7 844 －

固定資産除却損 ※8 216 ※8 181

投資有価証券売却損 1,391 －

投資有価証券評価損 2,958 －

減損損失 ※9 12,975 ※9 85,893

災害義援金等 － 6,269

特別損失合計 18,385 92,343

税引前当期純利益 532,880 724,619

法人税、住民税及び事業税 213,970 393,776

法人税等調整額 7,134 △42,712

法人税等合計 221,105 351,063

当期純利益 311,775 373,556
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,250,816 1,250,816

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,250,816 1,250,816

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,580,813 1,580,813

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,580,813 1,580,813

資本剰余金合計

前期末残高 1,580,813 1,580,813

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,580,813 1,580,813

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 111,500 111,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 111,500 111,500

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 3,395,000 3,395,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,395,000 3,395,000

繰越利益剰余金

前期末残高 1,029,237 1,282,130

当期変動額

剰余金の配当 △58,882 △87,821

当期純利益 311,775 373,556

当期変動額合計 252,893 285,735

当期末残高 1,282,130 1,567,865

利益剰余金合計

前期末残高 4,535,737 4,788,630

当期変動額

剰余金の配当 △58,882 △87,821

当期純利益 311,775 373,556

当期変動額合計 252,893 285,735

当期末残高 4,788,630 5,074,365
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

自己株式

前期末残高 △398,878 △420,252

当期変動額

自己株式の取得 △21,374 △819

当期変動額合計 △21,374 △819

当期末残高 △420,252 △421,072

株主資本合計

前期末残高 6,968,489 7,200,007

当期変動額

剰余金の配当 △58,882 △87,821

当期純利益 311,775 373,556

自己株式の取得 △21,374 △819

当期変動額合計 231,518 284,915

当期末残高 7,200,007 7,484,922

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 29,960 26,905

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,054 △10,622

当期変動額合計 △3,054 △10,622

当期末残高 26,905 16,282

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △179

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △179 474

当期変動額合計 △179 474

当期末残高 △179 295

評価・換算差額等合計

前期末残高 29,960 26,725

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,234 △10,147

当期変動額合計 △3,234 △10,147

当期末残高 26,725 16,578

純資産合計

前期末残高 6,998,449 7,226,733

当期変動額

剰余金の配当 △58,882 △87,821

当期純利益 311,775 373,556

自己株式の取得 △21,374 △819

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,234 △10,147

当期変動額合計 228,283 274,767

当期末残高 7,226,733 7,501,501
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

(4)継続企業の前提に関する注記

(5)重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法 (評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(2) その他有価証券 

  ・時価のあるもの 

        同左

・時価のないもの

移動平均法による原価法

  ・時価のないもの

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

原則として時価法 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製 品：個別法による原価法

（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

(1) 製 品：個別法による原価法

同左

(2) 原材料：移動平均法による原価法

（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

(2) 原材料：移動平均法による原価法

同左

(3) 仕掛品：個別法による原価法

（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

(3) 仕掛品：個別法による原価法

同左

(4) 貯蔵品：最終仕入原価法 (4) 貯蔵品：  同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物    15年～38年

機械及び装置  ２年～９年

 また、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年

から５年間で均等償却する方法に

よっております。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。た

だし、為替予約の振当処理の対象とな

っている外貨建金銭債権債務について

は、当該為替予約相場により円貨に換

算しております。

同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当期負

担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(3) アフターサービス引当金

製品のアフターサービス費の支出

に備えるため、売上高を基準とし

て過去の実績率により算出した額

を計上しております。

(3) アフターサービス引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

（追加情報）

 当社の適格退職年金制度につい

て、平成22年４月に確定給付企業

年金制度への移行及び退職給付に

係る規程の一部見直しを行い、規

程改訂日である平成22年１月に

「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しておりま

す。

 本移行及び規程見直しにより、

退職給付債務が減少することに伴

い、当事業年度において、退職給

付費用の減額として93,137千円を

計上し、売上総利益が69,445千

円、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が各々87,723千円増

加しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額の100％を計上しておりま

す。

(5) 役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理

を行っております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

外貨建取引における為替相場の変

動リスクをヘッジするため、通常

業務を遂行する上で将来発生する

外貨建資金需要を踏まえ、必要な

範囲内で為替予約取引を行ってお

り、従って投機的な取引は一切行

わない方針であります。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ対象

と同一通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約を振当ててお

り、その後の為替相場の変動によ

る相関関係は完全に確保されてい

るため、有効性の判定は省略して

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

同左

(6)重要な会計方針の変更

会計方針の変更

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

────── （資産除去債務に関する会計基準等）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。

なお、この変更による当事業年度の損益に与える

影響はありません。

㈱小田原エンジニアリング（6149）　平成23年12月期　決算短信

－50－



  

 
  

  

(7)個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年12月31日)

当事業年度 
(平成23年12月31日)

 

※１ 関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するもののうち主なものは、次のと

おりであります。

売掛金 27,758千円

前渡金 54,593千円

流動資産その他 417千円

買掛金 138,424千円

未払金 619千円

※１ 関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するもののうち主なものは、次のと

おりであります。

売掛金 172千円

前渡金 29,300千円

流動資産その他 25千円

買掛金 133,656千円

未払金 37千円

前受金 127,809千円

※２ 取得価額から控除されている国庫補助金等の圧縮

記帳額は次のとおりであります。

車両運搬具 200千円

※２ 取得価額から控除されている国庫補助金等の圧縮

記帳額は次のとおりであります。

車両運搬具 200千円

※３ 期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 2,847千円

※３ 期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

受取手形 1,817千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

────── ※１ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 132,299千円

※２ 他勘定振替高はアフターサービスに係る販売費及

び一般管理費への振替高であります。

※２         同左

 

※３ 販売費及び一般管理費は次のとおりであります。

構成割合：販売費 42.8％、一般管理費 57.2％

アフターサービス費 9,370千円

アフターサービス引当金繰入額 46,388

貸倒引当金繰入額 2,812

販売手数料 16,168

旅費交通費 37,472

運送費 56,323

役員報酬 96,580

役員退職慰労引当金繰入額 49,046

給料手当 115,596

賞与 41,849

賞与引当金繰入額 6,520

福利厚生費 42,815

退職給付費用 △17,043

試験研究費 42,486

減価償却費 9,010

租税公課 16,311

支払手数料 53,059

その他 85,225

709,993千円

 

※３ 販売費及び一般管理費は次のとおりであります。

構成割合：販売費 44.8％、一般管理費 55.2％

アフターサービス引当金繰入額 28,864千円

販売手数料 19,650

旅費交通費 48,542

運送費 64,667

役員報酬 105,340

役員退職慰労引当金繰入額 21,977

給料手当 123,996

賞与 45,744

賞与引当金繰入額 6,155

福利厚生費 40,136

退職給付費用 9,304

試験研究費 30,414

減価償却費 13,743

租税公課 21,074

支払手数料 52,127

その他 120,866

752,607千円
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(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

  

  

取締役  平野 雅敏（現 当社執行役員製造部長） 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

 
１株当たり純資産額 1,234円33銭 １株当たり純資産額 1,281円50銭

 
１株当たり当期純利益金額 53円13銭

 
１株当たり当期純利益金額 63円81銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当期純利益(千円) 311,775 373,556

普通株式に係る当期純利益(千円) 311,775 373,556

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,868 5,854

(重要な後発事象）

6. その他

(1) 役員の異動

① 代表者の異動

  該当事項はありません。

② その他の役員の異動（平成24年３月29日付予定）

 新任取締役候補
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